
 

第 14回 横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会 

会議録 

日 時 令和８年６月８日（月）９時 30分～11時 30分 

開催場所 横浜市役所 18階 みなと５会議室 

出 席 者 三村 優美子委員長、石川 清貴委員、池田 由美子委員、鴨下 香苗委員、小峰 直委員、 

長尾 ゆき子委員 

欠 席 者 ― 

開催形態 非公開 

議 題 １ 令和７年度 年度業務報告について 

２ 令和８年度 年度業務計画について 

３ 横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告 

決定事項 令和７年度 年度業務報告について、承認された。 

令和８年度 年度業務計画について、承認された。 

横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告について、承認された。 

議 事 【会議の成立についての確認】 

委員６名中６名が出席しているため、過半数の定足数を満たし会議が成立していること

を確認。 
【会議の公開・非公開についての確認】 

事業者の商業施設運営に係るノウハウ等を含む議題であり、公開することで事業者の権

利利益等を害するおそれがあるため、第１回の会議で、全部を非公開とすることを決定し、

今回改めて確認。 

【会議の出席者についての確認】 

商業施設運営事業者の京浜急行電鉄株式会社を関係者として出席させることを決定。 

【議題】 

 １ 令和７年度 年度業務報告について 

  令和７年度の業務報告について、運営事業者による説明と委員会の評価。 

２ 令和８年度 年度業務計画について 

  令和８年度の年度業務計画について、運営事業者による説明と委員会からの意見。 

３ 横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告 

  横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロントの開業から５か年（令和２年度から令和６

年度まで）の振り返りについて、運営事業者及び横浜市による説明と委員会からの評

価。 

資 料 (1) 委員名簿 

(2) 令和７年度業務報告書 

(3) 令和８年度業務計画書 

(4) 横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱 

(5) 横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告（京浜急行電鉄株式会

社） 



 

(6) 横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告（横浜市） 

(7) 横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱 

(8) 市庁舎商業施設に係るプロパティマネジメント業務委託契約書兼定期建物賃貸借契 

約書第 80条に基づく協議書（一時使用について） 

(9) 市庁舎商業施設に係るプロパティマネジメント業務委託契約書兼定期建物賃貸借契 

約書第９条の手続に関する要綱 

 



第 14 回横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会 

次 第 

１ 日 時 

  令和８年６月８日（月）９時 30分～11 時 30分 

 

２ 場 所 

  横浜市役所 18階 みなと５会議室 

 

３ 議 事 

（１）令和７年度 年度業務報告（説明：京浜急行電鉄株式会社（運営事業者）） 

（２）令和８年度 年度業務計画（説明：京浜急行電鉄株式会社（運営事業者）） 

（３）横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告 

   （説明：京浜急行電鉄株式会社（運営事業者）、横浜市） 

 

４ 配付資料 

（１）次第 

（２）資料１   委員名簿 

（３）資料２   令和７年度業務報告書 

（４）資料３   令和８年度業務計画書 

（５）資料４－１ 横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告（京急） 

（６）資料４－２ 横浜市庁舎内商業施設ラクシス フロント５か年振り返り報告（横浜市） 

（７）資料５   横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱 

（８）資料６   市庁舎商業施設に係るプロパティマネジメント業務委託契約書兼 

定期建物賃貸借契約書第 80条に基づく協議書（一時使用について） 

（９）資料７   市庁舎商業施設に係るプロパティマネジメント業務委託契約書兼 

定期建物賃貸借契約書第９条の手続に関する要綱 

 

 
【参 考】 

 横浜市新市庁舎商業施設運営事業 モニタリング実施計画（2018年 12月 12日制定） 

 第３－１ 年度業務計画 

  （３）市の承諾 

     運営事業者は、年度業務計画に関し市の承諾を受けるものとする。市は、年度業務計画を選定

評価委員会に報告し、その意見を聴いた上で、承諾の可否を決定するものとする。 

 ４ 随時モニタリング 

（１） 内容 

    ウ その他テナントに関連する事項であって、本施設から得られる市の歳入に重要な影響を及ぼ

す事項 

（２） 市の承諾・指導 

市は、前号の報告又は通知を確認し、必要に応じて指導を実施するものとし、報告等の内容に

重大な問題が含まれていると判断した場合は、選定評価委員会に報告し、その意見を求めること

ができるものとする。 

５ 年度業務報告 

  （３）評価・指導 

     市は、年度業務報告の内容が、基本方針、提案内容、開業前業務計画等に沿ったものかどうか

を確認し、選定評価委員会に報告し、その意見を求めることができる。 

     市は、業務改善に必要な範囲で運営事業者を指導するものとし、運営事業者はこれを真 

摯に受け止め、改善に向けて取り組むものとする。 



【資料１】 

 

横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会委員名簿 

 
１ 委員任期 

  令和７年６月１日～令和 11年５月 31日（４年間） 

２ 委員の要件 

学識経験者、弁護士、不動産鑑定士、金融関係者又は公認会計士、地元商業団体の関係者 

（横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱第３条） 

３ 委員名（敬称略・③～⑥50 音順） 

氏名 所属 要件 

①  
三村
み む ら

 優美子
ゆ み こ

 

委員長 

青山学院大学 名誉教授 学識経験者 

②  
石川
いしかわ

 清
き よ

貴
た か

 

職務代理者 

(一社)横浜市商店街総連合会 会長 
地元商業団体の関

係者 

③  池田
い け だ

 由美子
ゆ み こ

 池田公認会計士事務所 公認会計士 公認会計士 

④  鴨下
かもした

 香
か

苗
な え

 Ｕｔｏｐｓ法律事務所 代表弁護士 弁護士 

⑤  小峰
こ み ね

 直
ただし

 横浜商工会議所 副会頭 
地元商業団体の関

係者 

⑥ 長尾
な が お

 ゆき 子
こ

 長尾不動産鑑定事務所 不動産鑑定士 不動産鑑定士 

 

















































【資料５】 
 

横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱 
 

制 定 平成30年２月１日総管第1511号（局長決裁） 

  最近改正 令和６年10月１日総管第1341号（局長決裁） 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、横浜市市庁舎商業施設の運営に関する条例（平成29年12月横浜市条例第41号。以下「条

例」という。）に基づき設置される、横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会（以下「委員会」と

いう。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものとする。  

 

（担任事務） 

第２条 条例第６条第１項各号に掲げる委員会の担任する事務の細目については、次に掲げるとおりとする。  

(1) 条例第６条第１項第１号に関する事項  

ア 評価項目及び評価基準に関すること  

イ 応募資格の内容に関すること  

ウ 事業計画書等の審査及び運営事業者の選定に関すること  

(2) 条例第６条第１項第２号に関する事項 

ア 運営についての業務計画等の審査に関すること  

イ 運営に対する評価に関すること  

(3) 条例第６条第１項第３号に規定する市長が必要と認める事項  

ア テナント賃料の額の変更に係る承諾に関すること 

イ その他市長が必要と認める事項 

 

（委員）  

第３条 条例第６条第２項に規定する市長が任命する委員は、次に掲げるいずれかに該当する者とする。 

(1) 学識経験者  

(2) 弁護士  

(3) 不動産鑑定士  

(4) 金融関係者又は公認会計士 

(5) 地元商業団体の関係者  

(6) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者  

２ 委員の任期は、４年以内で市長が定める期間とする。ただし、その委員が継続して審議する必要があると

市長が認める審議案件がある場合、当該審議案件の審議が終了するまでの間、任期を延長することができ

る。  

３ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、 前任者の残任期間とする。  

４ 委員は、再任されることができる。  

５ 委員の代理は、認めないものとする。  

６ 市長は、委員の解職又は辞職などにより委員会の進行に支障が生ずる場合は、新たな委員を任命すること

ができる。  

 

（除斥）  

第４条 市長は、委員が次のいずれかに該当し、委員会の審議その他公正、公平又は中立を妨げる事情がある

と認める場合は、当該委員を当該審議に参加させないものとする。  

(1) 委員が、審議案件に関わる事業者（複数の企業により構成されるグループの場合は、グループを構成す

る企業の全て。以下「応募事業者」という。）又はその子会社若しくは親会社の財務、法務又は営業等の

業務内容について、現に職務権限を保有している場合 

(2) 応募事業者（法人にあっては、その役員又は役員に準ずる者）の配偶者、四親等以内の血族、三親等以

内の姻族、同居の親族、代理人、後見人、保佐人又は補助人である場合  

(3) 委員としてふさわしくない非行事由があったと認められる場合  

(4) その他委員に審議等の公正、公平又は中立を妨げる事情があると認められる場合  

 



【資料５】 
 

（委員長）  

第５条 委員会に委員長を１人置き、委員の互選によりこれを定める。  

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を掌理する。  

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、その職務を

代理する。 

 

（委員等の責務）  

第６条 委員は、第２条に定める職務を常に公正、公平に行わなければならない。  

２ 委員は、直接間接を問わず、応募事業者及び応募することが見込まれる事業者の関係者と、選定に関して

接触してはならない。  

３ 前項の接触が判明したときは、市長は、委員が接触した応募事業者を審査対象外とする。  

４ 委員は、委員会を通じて知り得た情報をその職を退いた後も洩らしてはならない。ただし、横浜市又は委

員会が公表した情報については、この限りではない。  

５ その他委員会に出席した者は、委員会を通じて知り得た情報を公表してはならない。ただし、横浜市及び

委員会が公表した情報については、この限りではない。  

 

（会議）  

第７条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長が選出されていないときは、市長が招集する。  

２ 委員長は、委員会の会議の議長とする。  

３ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。  

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するところによ

る。  

 

（意見の聴取等）  

第８条 委員長は、委員会の会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説

明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。  

 

（庶務）  

第９条 委員会の庶務は、総務局管理課において処理する。  

 

（委任）  

第10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。  

 

 

附 則  

（施行期日）  

この要綱は、平成 30 年２月１日から施行する。 

附 則  

（施行期日） 

この要綱は、令和５年２月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和６年10月１日から施行する。 

 

 





市庁舎商業施設に係るプロパティマネジメント業務委託契約書兼 

定期建物賃貸借契約書第９条の手続に関する要綱 

制 定 令和５年２月１日総管第 1463号（局長決裁） 

（目的） 

第１条 この要綱は、市庁舎商業施設に係るプロパティマネジメント業務委託契約書兼定期建物賃貸借

契約書（以下「契約書」という。）第９条に規定する転貸借契約の変更のうち、最低保証賃料の変更を

目的とした転貸借契約等変更承諾願が提出された際の、その承諾に関して必要な手続を定め、市庁舎商

業施設の運営の信頼性を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「運営事業者」とは、条例第２条第２号に規定する運営事業者をいう。 

２ この要綱において「転貸借契約」とは、契約書第７条第２項に規定に基づき締結された転貸借契約を

いう。 

３ この要綱において、「最低保証賃料」とは、転貸借契約に定める最低保証賃料をいう。 

（必要書類の要求） 

第３条 市長は、承諾の可否の判断するために最低保証賃料の変更が必要であると判断した資料の提出

を運営事業者に求めるものとする。 

（附属機関の審議） 

第４条 市長は、横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会（以下「附属機関」という。）に対し、

最低保証賃料の変更に係る承諾の可否に関する意見を求めるものとする。 

２ 前項の規定により市長が附属機関に意見を求める場合は、前条の規定により運営事業者から提出さ

れた書類のほか、市長による承諾の可否に対する考えを添えて、市長が作成した周辺地域の賃料動向に

関する資料等を併せて附属機関に提出するものとする。 

３ 第１項の規定は、横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱第２条第１項第３号ア

によるものとする。 

（市長による承諾又は不承諾の決定及び通知） 

第５条 市長は、前条第１項の規定による附属機関からの意見を踏まえ、最低保証賃料の変更に係る承

諾の可否を決定し、その結果を運営事業者に通知するものとする。 

附 則 

この要綱は、令和５年２月１日から施行する。 

【資料７】



令和７年度 市庁舎低層部におけるラクシス フロントのにぎわい創出のための取組について

③ イルミネーションイベント「ヨルノヨ」との連携

みなとみらい地区全域での冬のイルミネーションイベント
「ヨルノヨ」が令和７年12月に開催されました。市庁舎では
毎年恒例の水辺エリアのライトアップに加えて、新たな試みと
して３階市民ラウンジの開放時間を21時までに延長し、ライト
アップ及び周遊企画のチェックポイント「クジランプ」の設置を
行い、ラクシス フロントとの連携企画として「市民ラウンジで
写真を撮って、ラクシスに行こう！キャンペーン」を開催しま
した。市民ラウンジのライトアップには一か月の開催期間で
累計約5,500人の来場者がありました。

② 「みなとみらいストリートミュージック」の誘致

※雨天時及び冬季夜間は2階多目的スペースにて実施。

「みなとみらいを音楽であふれる街に」をコンセプトに、様々な
ジャンルのミュージシャンが地区内の 商業施設、ホテル、公共
空間等でライブパフォーマンスを実施する「みなとみらいスト
リートミュージック」を横浜市役所に誘致しました。令和７年７月
より、市庁舎水辺テラス（１階フードホール外部）を会場とし、

定期的にミニライブを開催し、ご好評をいただいています。
令和8年3月までに、計27回（昼時間帯9回、夜時間帯18回）

ライブを開催し、市庁舎イベント「わくわく！こどもハロウィン」
でもミニライブを実施しました。

演奏の様子

フードホール内にもライブの告知フライヤーを掲示。
ライブ開催中は多くの観客でにぎわっています。

① ラクシス フロント案内用サイネージの設置

令和７年12月より、外部との結節点を中心として市庁舎の
地下２階から地上２階までの計６箇所に、ラクシス各店舗の紹介
映像を放映する案内用のサイネージを設置しました。
このサイネージは視認性と誘引性を向上させるため、専用の

装飾を施しています。市庁舎各所に既設の案内用サインの
デザインを踏襲し、ラクシスのイメージカラーである「青色」
及び、春季の限定色として「桜色」の二種類のカラーデザインを
作成しました。 市庁舎内設置箇所（計６箇所）一覧

また、インフォメーションセンター横の大型サイネージでも
店舗紹介映像の放映を行っています。

市民ラウンジ・水辺エリアのライトアップの様子 キャンペーン広告
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